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 係数値  標準誤差  オッズ比 
    




    
 -.268　.263　  .765  
　.412　.383　1.510  
　.888　.285　2.430** 
    
　.319　.383　1.376  
　.113　.349　1.120  
 -.711　.429　  .491  
　.129　.319　1.137  
 -.374　.470　  .688  
    
 -.202　.292　  .817  




    
 1.874　.367　6.516** 
　.634　.273　1.885* 
-2.790　.938　  .061** 
　　116.894**  
 　　　  .291   
　　　　  19   
 　　　  474 
モデル2
 係数値  標準誤差  オッズ比 





    
 -.264　.248　  .768  
　.239　.359　1.270  
 1.295　.258　3.652** 
    
　.900　.347　2.460** 
　.169　.332　1.184  
 -.682　.410　  .506  
　.111　.305　1.118  
　.015　.433　1.015  
    
　.114　.270　1.121  




    
　　　　  －    
　　　　  －    
-4.267　.876　  .014** 
　　  91.702**  
 　　　  .226   
　　　　  17   
 　　　  493
モデル1
 係数値  標準誤差  オッズ比 





    
 -.248　.246　  .781  
　.283　.355　1.327  
 1.350　.257　3.857** 
    
　.942　.344　2.566** 
　.142　.329　1.153  
 -.656　.407　  .519  
　.122　.304　1.129  
　.009　.433　1.009  
    
　.096　.269　1.101  
 -.064　.257　  .938  
 1.011　.489　2.749* 
　.214　.238　1.239  
　　　　  －    
    
　　　　  －    
　　　　  －    
-4.392　.872　  .012** 
　　  87.503**  
 　　　  .217   
　　　　  16   
 　　　  493
第1子出産時点雇用の有無 
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(15) 労働政策研究・研修機構（2010）や首藤（2011）のように，近年になって女性が組合役員になり，両立支援
や均等といった女性労働問題に積極的になった労働組合の事例も報告されている。このように組合活動が変化す
るために，首藤（2011）は，女性役員の増加に取り組む組合トップの男性と，ロールモデルとなる女性労働者
の存在が重要であると指摘するが，実際はそうした存在のいる組合が少ないことを憂えている。こうした状況を
どのようにして打開するかは重要な課題であるといえる。
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